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Ⅲ．関連研究報告	
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Ａ．研究の背景	
 

近年世界的にEBPに基づく医療・社会福祉実
践に関する重要性が指摘されている。EBPの普
及の上では、効能研究や効果研究によって有効

性が明らかにされた心理社会的介入プログラ

ムのモデルを同定し、その定式化・標準化を行

い、それをもとにプログラムの実施・普及をは 
 
かることが重要である。モデルが明確に定式 
化・標準化されることで、そのプログラムの複

製・普及が可能になるからである。モデルの定

式化・標準化のためには、個別プログラムへの

プロセス評価を実施して、効果的なプログラム

要旨  
目的：EBP の普及の上では、効能研究や効果研究によって有効性が明らかにされた心理社会的介
入プログラムのモデルを同定し、その定式化・標準化を行いプログラムの実施・普及をはかること

が重要である。フィデリティ尺度は、このプログラムの普及を円滑にするために、オリジナルに開

発されたプログラムモデルに忠実に行われている程度（範囲）を評価する尺度である。こうしたフ

ィデリティ尺度の開発や妥当性の方法論について、我が国では十分な文献・研究が導入されている

とは言えない。本研究では Mowbray らの“Fidelity Criteria: Development, Measurement, and 
Validation(2003)” に基づき、フィデリティ開発の手順について簡略に紹介を行い日本におけるフ

ィデリティ開発・検証研究の進展の一助とすることを目的とする。 
概要：本論文はレビュー論文のスタイルをとり、健康や教育領域における論文から実例を引き、フ

ィデリティ基準の開発、測定、および妥当化における道筋の要点を述べている。 
結果：フィデリティ開発における 3つの主要なステップは、①プログラムにおける有効な支援の構
成要素を特定するフィデリティ尺度の開発、②指標を測定するための定量的なデータの収集・フィ

デリティの測定、③フィデリティ尺度の信頼性と妥当性の確認、である。③については(1)評価者間
信頼性・再テスト信頼性、(2)確認的因子分析・内的一貫性、(3)他のプログラムとの比較、(4)収束
的妥当性、(5)予測妥当性の検証などのアプローチを単一・または複数もちいて検証される。 
考察：プログラムを対象としたフィデリティ尺度の開発には多くの時間がかかるため、1つの研究・
論文でこの 3ステップすべてを記述することは容易ではないが、その開発過程を①確立されたプロ
グラムの有効な要素を忠実にフィデリティ尺度が反映しているか、②尺度が有効な要素を信頼性・

妥当性をもって測定できているか、③その得点がアウトカムを予測できるか、という 3つに分け検
証するなども、研究を整理して記述するうえでは重要であろう。 
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援助要素を抽出・措定することが必要となる。

そのうえで検討された効果的なプログラム援

助要素が、効果的普及モデルの実施マニュアル

に記述されるわけである。 
次に必要なのは、そうしたマニュアル等にそ

って実施されたプログラムが、どの程度の質を

保って実施されているかを評価することであ

る。この評価にはフィデリティ尺度（fidelity 
scales）が用いられる。フィデリティ尺度は、
あるプログラムが、オリジナルに開発されたプ

ログラムモデルに忠実に行われている程度（範

囲）を評価する尺度である。その評価項目は上

記で抽出された効果的なプログラムの援助要

素によって構成されており、この尺度を用いる

ことで、各々の実践が定められた基準通りに実

施・導入されているかという「度合い」を系統

的に評価できるのである。フィデリティ尺度を

用いることは以下の意義をもつ。まず各々の活

動状況が明らかになると同時に、現場への具体

的な改善や指針に関するフィードバックを通

じて実践の質を改善する。また、行政機関に対

してプロジェクトがどの程度目標を達成して

いるかという状況を報告することが可能にな

り、情報を公共に公開することも可能になる。

またプログラムの効果は、プログラムの実施状

況に大きく影響されるため、フィデリティ尺度

による評価による履行状況のモニタリングを

することは、サービスの質の担保の面でも重要

である。 
しかし、こうしたフィデリティ尺度の開発

や妥当性の方法論について、我が国では十分

な文献・研究が導入されているとは言えない。

本研究では 2003 年に発表された Mowbray 
ら の “Fidelity Criteria: Development, 
Measurement, and Validation” 1)に基づき、

フィデリティ開発の手順について簡略に紹

介を行い、日本におけるフィデリティ開発・

検証研究の進展の一助とすることを目的と

する。 
 
Ｂ．概要	
 

1) 本論文の概要について 

	
 本論文はレビュー論文のスタイルをとり、

1995 年から発表当時までにおいて、Psych 
Abstracts、ERIC、Social Science Index、
Social Work Abstracts、MedSearchから検
索された、健康や教育領域における論文から

実例を引き、フィデリティ基準の開発、測定、

および妥当化における道筋の要点を述べて

いる。本報告ではフィデリティ開発の立場か

ら、その概要について紹介する。 
 
Ｃ．結果	
 

1) フィデリティとは何か？	
  
フィデリティは「オリジナルに開発された

プロトコールに対する実際の治療実施の順

守」として定義される（Orwin, 2000, p.S310）
2)。典型的には、尺度はフィデリティ（実施

されるプログラム化された臨床的介入が、そ

のベースとなる実証的に検証されたモデル

に匹敵すること）を定量化するために開発さ

れる（Drake et al. 2001）3)。 
 
2) なぜフィデリティを評価するのか？ 
	
 フィデリティを評価する理由のとしてよ

くあげられるものは、ネガティブもしくは不

明瞭な知見について説明する必要性からで

ある（Hohmann & Shear, 2002）4)。すなわ

ちあるプログラムが成功しなかった場合、意

図したモデルに対するプログラムの順守の

度合いを測定せねば、その原因がプログラム

モデルそのものの失敗を反映したものなの

か、意図したようにモデルを実践することに

対して失敗したことによるのか、判定できな

い（Chen, 1990）5)。フィデリティ基準を確

立することで、元のプログラムに対するアド

ヒアランスを測定可能にすることは、治療を

より標準化し、プログラムを厳密に複製する

ことを可能にする。またメタ分析のために、

フィデリティ尺度を手にすることは、各々の

治療の意義ある比較を生み出す上で助けと

なる（Banks, McHugo, Williams, Drake, & 
Shinn, 2001; Bond, Williams, Evans, et al. 
2000）6),7)。さらに、ある確立された支援モ
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デルが、妥当な基準を用いて余所に複製され

るときには、フィデリティ尺度で測定される

点数は、アウトカムを予測することができる

（Blackly et al, 1987; Paulson et al, 2002）
8),9)。 
 
3) フィデリティ開発におけるステップ 
	
 研究者たち（McGrew et al, 1994; Teague, 
Bond, & Drake, 1998）10),11)は、フィデリテ

ィ開発における 3つの主要なステップについ
て記述している。すなわち①フィデリティ

尺度の開発、②フィデリティの測定、③フ

ィデリティ尺度の信頼性と妥当性の確認

である。 
 
①フィデリティ尺度の開発 
第一に、フィデリティ尺度を開発しようと

するプログラムにおける、有効な支援の構成

要素を特定することが必要である。そして、

それらが客観的で測定可能なように、それぞ

れの指標についてのデータの由来を記述し、

評価尺度における特定のアンカーポイント

を含め、指標もしくは候補となる構成要素の

ための操作的定義を設定する。 
一般的に、これらを行うために、以下のよ

うな方法がとられている。 
(1) 効能、有効性が証明されているか、ま
たは少なくとも受容をともなう特定のプ

ログラムモデルからの描出 
(2) 専門家の意見を集める―専門家の調査、
および文献レビュー 
(3) 質的調査―何が有効に働くかに関して
のユーザーと支持者達の意見を収集する、

さまざまなプログラムへのサイト訪問な

ど 
	
 （ただし、基盤となるプログラムがしばし

ば RCT 等によって有効性が確認されている
わけではないという問題がある） 
 
②フィデリティ尺度の測定 
第二のステップは、指標を測定するために

データを集めることが必要である。 

フィデリティのための定量的データを収

集するもっとも一般的な方法は： 
(1) プロジェクト記録やクライエント記録、
サイト観察、あるいは録画されたセッショ

ンに基づく専門家による評定、 
(2) サービスを提供する個人や受け取る個
人による調査またはインタヴュー、である。 

	
 ただし、これらには評価バイアスの問題が

ある。スタッフからの情報に関しては社会的

望ましさのバイアスの問題、サービス利用者

から評価してもらうことは自発的な参加者

が多くなるというバイアスがあるため、これ

らのバイアスに対しては、各尺度ポイントを

行動に基づく固定された基準（アンカーポイ

ント）にするなどの対応が考えられる。 
また、プログラムの評価には≪構造基準≫

と≪プロセス基準≫が存在する。プログラム

構造の評価は職員水準や特徴、ケースロード

の大きさ、予算、訴訟法、コンタクトの頻度

や集中度などの測定を網羅する（Orwin, 
2000）2)が、これらの情報は、主観的判断を

要求されることが少なく、多くの場合既存の

記録物を通して取得することができる。一方

＜プロセス基準＞は、プログラムの様式、ス

タッフ―クライエント関係、クライエント―
クライエント関係、治療の個別化、あるいは

情緒的雰囲気を含む。これらの基準と関連す

るプログラム業績の評定は、多くの場合、観

察やインタヴューや他のデータ源に基づく

より主観的な判断を要求する。従って、より

多くの時間と労力を必要とし、よりコストが

高く、たとえ回答基準がうまく固定化されて

いたとしても信頼性はより低くなる傾向が

ある（Bond et al, 1997）12)。これらの両側面

の指標を用いることで、重要な特徴を測るこ

とを可能にする。 
 
③フィデリティ尺度の信頼性と妥当性の

検証 
第三のステップは、妥当性（予測妥当性、

判別妥当性、構成概念妥当性）と信頼性の観

点から指標を検証することである（Moncher 
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＆Prinz, 1991）13)。これまでの研究ではフィ

デリティ尺度の開発研究では以下のうち 1つ
または複数のアプローチを採用しているこ

とが多い。 
 

(1)評価者間信頼性や再テスト信頼性の確認： 
Henggeler et al. (2002) 14)は、セラピストに

関する家族の複数回答による評定の再テスト

信頼性を算出し、またセラピストとそのスーパ

ーバイザーの間のレイティングの相関係数を

算出している。Weisman et al. (2002)15) はセ
ラピストのビデオをみた場合の三人の評価者

の級内相関係数を算出している。Clarke 
(1998)16)は思春期の抑うつのための14の治療
セッションに関してフィデリティアセスメン

トを行い、カッパ係数を算出している。 
 
(2)データの内部構造について検証的な確認・期
待される結果との関連の分析： 
確認的因子分析や、クロンバックのα係数を
算出した内的一貫性の分析、またはクラスタ分

析による検証である。Bond et al.(1997)12), 
Clarke (1998)16), Lucca (2000)17), and 
McGrew et al. (1994)10) らは内的一貫性を報
告しており、他方で Henggeler et al. (2002)14)

は確認的因子分析と内的一貫性の分析を行っ

ている。 
 
(3)他のプログラムとの比較： 
他の異なるプログラム間でフィデリティを

評価してその差を検証する方法である。模範的

な最上のプログラムと、通常のプログラムを比

較したり(Hernandez et al, 2001)18)、ACTプロ
グラムと通常のケースマネジメントを比較し

たり (Teague et al, 1995, 1998)19),11)、様々な

援助付き雇用を比較したり (Bond et al, 
1997)12) 、クラブハウスと通常の職業リハビリ
テ ー シ ョ ン モ デ ル を 比 較 し た り

(Lucca,2000)17) 、援助付住居と比較プログラ
ムを対比させたり(Rog & Randolph, 2002)20)、

複合的なプログラムの状況と単一の介入を比

較したり、あるいは濃淡のあるグループの参加

者を比較したり (Orwin, 2000)2)するものであ

る。  
 
(4)収束的妥当性の検証： 
プログラムに関する異なる2つのソースから
の情報に関する一致を検証する方法でプログ

ラムの収束的妥当性を検証する。例えば

Blakely et al. (1987) 8)は、サイトにおける観察

と、記録や文書からの情報を比較した。Macias 
et al. (2001)21) は CRESS (Clubhouse 
research and Evaluation Screening Survey)
上の、クラブハウスの基準順守に関する自己評

価と、実地の認証手続きの結果を、CRESSが
認証した機関とそうでない機関について比較

している。Lucca (2000)17) はクラブハウスの
フ ィ デ リ テ ィ ス コ ア と Principles of 
Psychosocial Rehabilitation scaleのスコアを
つきあわせることで、収束的妥当性を検証して

いる。 
 
(5)予測妥当性の検証： 
フィデリティ測定結果が、期待されるアウト

カムと関連しているかどうかを検証してフィ

デリティの予測妥当性を確かめるものである。

アプローチの例としては、援助付き雇用のフィ

デリティスコアが利用者のアウトカムと関連

していることを明らかにした (Becker et al, 
2001) 22)。またACTのフィデリティモデルは明
らかに入院の減少率と関連していた(McGrew 
et al, 1994) 10)。薬物と精神障害の併発に関す

るチームにおいては、レートが高いほど治療へ

の残存率がよく、アルコールと薬物の使用現象

に繋がり、寛解率も高かった (McHugo,Drake, 
Teague,& Xie, 1999) 23) 。また、メンタルヘル
スに関する問題でリファーされた子供たちの

割合とメンタルヘルスの支援を受けた高さが

報告されている(Friesen et al., 2002) 24)。さら

に家族に焦点化したセラピーのフィデリティ

スコアと患者の寛解との関係が調べられてい

る(Weisman et al., 2000) 25)。 
	
 

Ｃ．考察	
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 ここまでフィデリティ尺度の開発に関し

て整理してきた。フィデリティ開発には 3つ
のステップがあり①フィデリティ尺度の開

発（有効な支援要素の特定）、②フィデリテ

ィ尺度の測定、③フィデリティ尺度の信頼

性・妥当性の検証、という 3つのステップか
らなることが説明された。しかしフィデリテ

ィ尺度の開発研究は、いわゆる伝統的な心

理・精神医学的な尺度に比べて歴史が浅く、

その尺度の開発に関しては十分な研究蓄積

がない段階といえるだろう。特に信頼性・妥

当性の検証については必ずしも十分に定式

化されているわけではなく、予測妥当性・判

別妥当性・構成概念妥当性・信頼性の観点か

ら、研究によって 1つまたは複数のアプロー
チを採用して尺度の検証をしていることが

多いようである。 
	
 これらの理由については、フィデリティ尺

度が、個人の内面等ではなく、社会プログラ

ムを対象にしているものと関連しているの

ではないかと考える。社会プログラムが成熟

し、一定の成果を上げ、その成果が認知され

るようになるまでには、場合によっては多く

の時間を要する場合が少なくない。さらに本

論文で紹介された「①成熟したプログラムの

中から必要な構成要素を抽出する」には、さ

らに文献レビューや質的調査などの時間を

要することになる。そのうえで上記②のステ

ップでデータを実測し、さらに③のステップ

で信頼性・妥当性を検証する、とくにフィデ

リティ得点がアウトカムと関連するかとい

う重要な観点である予測妥当性も含めた信

頼性・妥当性を検証する場合には、プログラ

ムが成果をあげるまでの時間をフォローす

る必要があり、それに要する時間は増大する。

すなわちプログラムの成熟、フィデリティの

①作成、②測定、③検証（一時点・長期予後）

のステップごとに時間を要するため、1 つの
フィデリティ尺度の開発全体にはかなり長

期的な関わりが必要になってくる。多くの論

文が信頼性・妥当性の検証として必ずしもす

べての側面をカバーしていないのは、1 論文

では、この過程全体を記述しきれない、ある

いは時間の経過を要するため、各論文が、そ

の可能な範囲で信頼性・妥当性を検証してい

るともいえるだろう。 
	
 フィデリティ尺度は、まず有用性のあるプ

ログラムが確立していることを前提にして

いる。そして確立されたプログラムを、フィ

デリティ尺度によって有効な要素に分解・構

成することで複製を可能にすること、そのう

えでそれを測定し、高い忠実度得点を維持す

ることで元のプログラムと同等の高いアウ

トカムを達成することが期待されるわけで

ある。そのように考えると、フィデリティ尺

度の開発において重要な点は、Ⅰ：確立され

たプログラムの有効な要素を忠実にフィデ

リティ尺度が反映しているか（紹介論文のス

テップ①）、Ⅱ：尺度が有効な要素を信頼性・

妥当性をもって測定できているか（紹介論文

のステップ②・③）、Ⅲ：その得点がアウト

カムを予測できるか（紹介論文のステップ

③）、という 3つに整理したうえで、それを 1
つずつ検証していくなどの方法も、研究を整

理して記述するうえでは重要であろう。 
	
 日本では現在、フィデリティ開発に関する

研究が十分に蓄積されているとは言えない

が、通常の尺度開発とは異なるこのような性

格を踏まえ研究が重ねられることが重要で

あると考える。 
 
Ｄ．まとめ	
 

目的：EBP の普及の上では、効能研究や効
果研究によって有効性が明らかにされた心

理社会的介入プログラムのモデルを同定し、

その定式化・標準化を行いプログラムの実

施・普及をはかることが重要である。フィデ

リティ尺度は、このプログラムの普及を円滑

にするために、オリジナルに開発されたプロ

グラムモデルに忠実に行われている程度（範

囲）を評価する尺度である。こうしたフィデ

リティ尺度の開発や妥当性の方法論につい

て、我が国では十分な文献・研究が導入され

ているとは言えない。本研究では Mowbray 
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ら の “Fidelity Criteria: Development, 
Measurement, and Validation(2003)” に基

づき、フィデリティ開発の手順について簡略

に紹介を行い日本におけるフィデリティ開

発・検証研究の進展の一助とすることを目的

とする。 
概要：本論文はレビュー論文のスタイルをと

り、健康や教育領域における論文から実例を

引き、フィデリティ基準の開発、測定、およ

び妥当化における道筋の要点を述べている。 
結果：フィデリティ開発における 3つの主要
なステップは、①プログラムにおける有効な

支援の構成要素を特定するフィデリティ尺

度の開発、②指標を測定するための定量的な

データの収集・フィデリティの測定、③妥当

性と信頼性フィデリティ尺度の信頼性と妥

当性の確認、である。③については(1)評価者
間信頼性・再テスト信頼性、(2)確認的因子分
析・内的一貫性、(3)他のプログラムとの比較、
(4)収束的妥当性、(5)予測妥当性の検証などの
アプローチを単一・または複数もちいて検証

される。 
考察：プログラムを対象としたフィデリティ

尺度の開発には多くの時間がかかるため、1
つの研究・論文でこの 3ステップすべてを記
述することは容易ではないが、その開発過程

を①確立されたプログラムの有効な要素を

忠実にフィデリティ尺度が反映しているか、

②尺度が有効な要素を信頼性・妥当性をもっ

て測定できているか、③その得点がアウトカ

ムを予測できるか、という 3つに分け検証す
るなども、研究を整理して記述するうえでは

重要であろう。 
 
Ｅ．健康危険情報	
 なし 
 
Ｆ．研究発表	
 なし 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況	
 

1．特許取得	
 なし 
2．実用新案登録	
 なし 
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 なし 
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要旨  
本研究では、日本版 IPS型就労支援フィデリティ評価ツールを開発し、ツールの信頼性と妥

当性の検証を行うことを第一の目的とした。さらに、日本の IPS型支援実施機関の特徴を記述
することを副次的目的とした。 

10項目の GOI、25項目の JIPS-25を作成した。この評価ツールを用いて、日本で精神障害
者を対象とした個別就労支援を実施している 17機関を対象にフィデリティ調査を行った。結果
として、1機関を除く 16機関の JIPS-25評価点が 74点以上であった（IPS-25では、73点以
下について「援助付雇用とはいえない」と判定する）。 
調査で取得したデータから、GOI、JIPS-25共に評価者間信頼性が確認された。妥当性につい

ては、IPS標榜群（n=12）はそうでない群（n=5）よりも GOIおよび JIPS-25の得点が高い傾
向にあったことから、弁別的妥当性が確認できた。また、IPSを標榜する機関はそうでない機
関と比較して、新規登録者数は少ない傾向にあり、就職率および離職率は高い傾向にあった。

また、JIPS-25と就職率および離職率とは有意な正の相関が示された。ただし、JIPS-25の下位
項目「地域ベースのサービス」の評価の高い機関ほど離職率は低いという結果も示された。 

	
 

Ａ．研究の背景	
 

	
 重度精神障害者の個別援助付雇用システム

としてアメリカで開発された IPS（Individual 
Placement and Support）型就労支援は、複
数の無作為化比較対照試験（RCT）により、
準備訓練型の支援よりも有効であることが実

証されている 1)。そのため、IPS型就労支援
プログラムは EBP（Evidence based practice:
根拠に基づく実践）であることが国際的に知

られている。我が国では、2005年前後から IPS
実践が複数の実践機関もしくは実践家に支援

技法として取り入れられてきたが、必ずしも 

 
オリジナルモデルに忠実なプログラムとして 
提供されてきたわけではなかった 4)。そのた 
め、IPS型就労支援をよく理解し、効果的支
援を提供していた実践家がその機関を去ると、

後には継承されていかないという状況もみら

れた。 
	
 その機関でオリジナルモデルに忠実な支援

プログラムが提供されているかどうかについ

ては、フィデリティ評価によって確認するこ

とができるが、本研究班発足当時（2011年 4
月）、日本版のフィデリティ尺度は存在してい

なかった。フィデリティとは、「ある介入がそ
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のプロトコルもしくはオリジナルに開発され

たプログラムモデルに忠実に行われている程

度」3)と定義される。 
本研究班では、平成 23年度（2011年度）

に、オリジナルモデルの確認として、アメリ

カバーモント州におけるオリジナルモデルの

視察と研修を実施した。さらに、IPS-252)を

参照し、平成 24年度（2012年度）に研究者、
有識者、および実践家から成るワーキンググ

ループを結成して「日本版 IPS型就労支援標
準モデル」を作成した 5)。 
	
 本研究では、この標準モデルと IPS-25を基
に、日本版 IPS型就労支援フィデリティ評価
ツールを開発し、日本で精神障害者を対象と

した個別就労支援を実施している機関を対象

に実地試用を行い、ツールの信頼性と妥当性

の検証を行うことを第一の目的とした。さら

に、日本の IPS実施機関の特徴を記述するこ
とを副次的目的とした。 

 
Ｂ．方法	
 

1．日本版 IPS 型就労支援フィデリティ評
価ツールの開発  
日本版 IPS型就労支援標準モデル（別添）

と IPS-25を基に、まずはフィデリティ評価項
目のたたき台を作成し、標準モデルのワーキ

ンググループに入っていた研究者らが、フィ

デリティ評価ツール開発メンバーとなり、項

目を一つずつ確認し、文章を修正する作業を

行った。また、開発メンバーからは、フィデ

リティ評価を補うものとして、全般的な組織

体制が評価できる指標の作成が提案され、

GOI（General Organization Index：一般組
織構造指標）も同時期に作成された。 

	
  
2．ツールの試用および信頼性と妥当性の
検証  
①対象 

2012年8月に当研究班によるアンケート調
査 4)対象となった、IPSを標榜もしくは要素

を取り入れているとする 21機関、その後、リ
ストに加えられた 3機関、および IPSを標榜
していないが、個別ニーズベースの就労支援

に取り組む2機関の合計26機関を対象とした。
その内、訪問調査を承諾した 17機関にフィデ
リティ調査を実施した。 

17機関の基礎属性を表 1に示した。就労移
行支援事業所が最も多く 11機関（65%）、次
いで医療機関 4機関（24%）、生活訓練 1機関
（6%）、ACTを専門に行っている訪問看護ス
テーション 1機関（6%）であった。これら
17機関の内、IPSを標榜している機関が 12
機関、部分的に IPSを取り入れているとする
機関が 3機関、IPSではないが個別就労支援
を行っている機関が 2機関であった。 

 
②手続き 
	
 2名の調査員が各機関に訪問し、本研究で
開発された評価票（後述）に沿って調査を実

施した。調査所用時間は 1機関あたりおよそ
6時間であった。評価方法は、当該機関の管
理者および就労支援スタッフ（ES）へのイン
タビュー、およびスタッフが日々つけている

利用者別の記録の調査であった。その他参考

として実際の支援に調査員が同伴して支援の

様子を観察した。調査実施期間は 2013年 9
月 20日から 2014年 2月 4日までだった。 

 
③分析 
ツールの評価者間信頼性の分析には

Pearsonの積率相関係数の算出を行った。ま
た、弁別的妥当性の検証のために、IPSを標
榜する群とそうでない群（部分的に IPSを取
り入れているもしくは IPSではないと言明し
ている群）とに分け、フィデリティ得点を

Studentの t検定およびMann-WhitneyのU
検定で比較した。また、JIPS-25と利用者の
就職率および離職率の関連を Pearsonの積率
相関係数を算出することで検討した。 
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④倫理的配慮 
本研究は、国立精神・神経医療研究センタ

ーの倫理審査委員会にて審議にかけられ、認

可を受けて実施した。 
	
 

Ｃ．結果	
 

1．評価ツールの開発  
ツール開発作業に要した期間は、2013年 4

月1日～8月31日までの5ヵ月間で、その内、
開発メンバーが議論したのは、1回 3時間の
合計 5回であった。この間、評価ツールの調
査票としての形成および評価の際の計算シー

トの作成が行われた。 
前述のように、開発メンバーからは、フィ

デリティ評価を補うものとして、全般的な組

織体制が評価できる指標の作成が提案され、

GOI（General Organization Index：一般組
織構造指標）も同時期に作成された。 
結果として、10項目の GOIと 25項目のフ

ィデリティ評価ツールが開発され、この 25
項目版のツールは JIPS-25と名付けられた。
完成した JIPS-25第 1版を付録 1に、GOI
第 1版を付録 2に収録している。 
	
 GOIは 10項目の各項目について、「いる」
「いない」もしくは「ある」「ない」の 2者択
一で評価するようになっている。「いる」もし

くは「ある」の回答で 1点ずつ加算し、0点
から 10点までで評価する。点数が高いほど一
般組織構造が IPS型就労支援プログラムを実
施する体制として評価が高いと判断される。 
	
 JIPS-25は、各項目について、5段階で評
定するようになっており、各段階には明確な

アンカーポイントが付されている。また、

IPS-25に合わせて、「スタッフ配置」3項目、
「組織」8項目、「サービス」14項目から成っ
ている。なお、「サービス」には日本版標準モ

デルに合わせた 2項目が配点評価しない参考
項目として掲載されている。JIPS-25は全て
の項目の点数を合算して合計点を出す場合は、

最低 25点、最高で 125点となる。下位尺度
ごとに合計点を出す場合は、「スタッフ配置」

3点から 15点、「組織」8点から 40点、「サ
ービス」14点から 70点の範囲となる。
JIPS-25も点数が高いほどフィデリティが高
いと判定される。 
	
 なお、フィデリティ評価ツールは、内的一

貫性を重要視する心理測定的尺度とは異なり、

そのプログラムが本来目指すものに近いかど

うかを評価するため、3つの下位尺度は因子
分析等統計学的分析によって分類されたもの

ではなく、エキスパートコンセンサスにより

作成され分類された項目となっている。 

 
2．ツールの信頼性と妥当性  
①評価者間信頼性 
	
 フィデリティ調査には 2名の調査員が出向
き、それぞれがフィデリティ評価ツールに沿

って評価点をつけた。GOI、JIPS-25共に、
項目ごとに二者の評価点について相関係数を

算出した。GOIについては、完全に二者間が
一致しており、相関係数を算出するまでもな

かった。JIPS-25についての結果を表 2に示
した。結果として 1項目を除きすべての項目
について有意な高い正の相関が示された。「サ

ービス」の項目 1のみ、相関係数も低めで有
意ではなかった。これは、「社会保障に関する

個別相談を提供する」という項目であった。

この項目については、二者の評価点を精査し

たところ、一方が 4点もしくは 5点としてい
る場合にもう一方が 5点もしくは 4点と評価
しているという不一致が起きており、3点以
下の評点のときには不一致がなかった。この

ため、5段階評定のアンカーポイントの 4点
と 5点の文章について確認を行ったところ、
「仕事を始める前に利用者が、社会保障に関

する専門知識のあるスタッフまたは外部の専

門家により、包括的で個別化された社会保障

に関するカウンセリングを受けられるよう、

就労支援スペシャリストもしくはケアマネー
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ジャーはコーディネートする。」という文章ま

では両者は同じで、評点 5では、「彼らは利用
者が勤務時間や給与の変化に関して意思決定

をする必要がある際にも社会保障に関するカ

ウンセリングを受けられるようコーディネー

トする。」という文章が追加されている。この

項目は記録からではなく、管理者と ESにそ
れぞれインタビューを行い評価する項目であ

った。 

 
②弁別的妥当性 
	
 弁別的妥当性の検討のために、IPSを標榜
する機関（n=12）とそうでない機関および部
分的に IPSを取り入れているとした機関
（n=5）のフィデリティ得点を比較した。表 3
に示したとおり、フィデリティ得点および下

位尺度得点全てにおいて、IPS群の方がそう
でない群より高かった。統計学的な有意差を

Studentの t検定およびMann-WhitneyのU
検定で確認したところ、合計点および「組織」

点で有意傾向のある差がみられた。 

 
3．対象機関のフィデリティと利用者登録
数および利用者の就職実績  
	
 17機関のフィデリティ評価の結果を表 4に
示した。GOIの平均は 6.8点（sd=1.4, 範囲
3-9）で、JIPS-25の平均は 91.3点（sd=10.2, 
範囲 68-104）であった。JIPS-25の下位尺度
「スタッフ配置」の平均は 9.1点（sd=3.0, 範
囲 4-13）、「組織」の平均は 23.3点（sd=5.5, 範
囲 16-33）、「サービス」の平均は 54.2点
（sd=5.2, 範囲 44-61）であった。 

17機関中、前年度（2012年度）の実績の
あった 16機関の利用者数の平均および就職
実績を表 5に示した（1機関は新規だった）。 
	
 登録者数は 10名から 126名と幅があり、
平均 44.1（sd=29.2）であった。男性（平均
28.8人，sd=16.8）の方が女性（平均 15.4，
sd=13.1）よりも全体的に登録者数が多かった。
本研究の定義する一般雇用とその他を含めた

全体の就職率は 44.4%（sd=20.1, 範囲
8.8-77.7）であり、一般雇用の就職率が 35.5%
（sd=18.9, 範囲 7.4-65.5）であった。なお、
「一般雇用」の定義は、「一般求人および障害

者求人による一般企業等における雇用である。

ただし、障害者だけを一つのセクションに集

めたような職場は含めない。」というものであ

った。 
	
 筆者らは、IPS支援では、本人の表明があ
ってからの「迅速な求職活動」が原則なため、

就職しても長続きしないのではないか、とい

う批判的な疑問の声をよくきいた。そのため、

本研究では暫定的な離職率を、前年度就職し

た者で翌年の 8月現在退職している者の数を
各機関にたずね、その数値を使って算出した。

結果として、離職率の平均は 20.2%、標準偏
差 17.2で、全く離職者のなかった機関もあれ
ば最大値で 66.7%の機関まであり、機関によ
って大きなばらつきがあった。 

 
4．フィデリティと就職率および離職率  
	
 JIPS-25と就職率について積率相関係数を
算出したところ、有意な正の相関が示された

（r=0.56, p< .05）。下位尺度項目については、
「スタッフ配置」の項目 3：「就労支援スペシ
ャリストの提供するサービス」は一般雇用で

の就職率と有意な正の相関が示された

（r=0,59, p< .05）。「組織」の項目 3：「就労
支援スペシャリストと職業リハビリテーショ

ンにおける支援スタッフとの連携」は就職率

と有意傾向のある正の相関が示された

（r=0.49, p< .1）。「サービス」の項目 3：「職
業的アセスメント」は就職率（r=0.84,p< .05）
および一般雇用での就職率（r=0.65, p< .05）
とそれぞれ有意な正の相関が示された。同じ

く「サービス」の項目 5：「個別化された求職
活動」は一般雇用での就職率と有意傾向のあ

る正の相関が示された（r=0.50, p< .1）。一方、
「サービス」の項目 8：「職場開拓の多様性」
は一般雇用での就職率と有意傾向のある負の
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相関が示された（r=-0.52, p< .1）。 
	
 JIPS-25は離職率とも有意な正の相関が示
された（0.58, p< .05）。下位尺度項目では、「組
織」の「就労支援ユニット」（r=0.71, p< .01）、
「除外基準なし（1ヵ月以内の求職活動）」
（r=0.68, p< .05）、「機関が一丸となって利用
者の一般雇用実現に取り組む」（r=0.61, 
p< .05）が離職率と有意な正の相関が示され
た。「サービス」の項目 3：「職業的アセスメ
ント」（r=0.50, p< .1）、項目 4「一般雇用のた
めの迅速な求職活動」（r=0.48, p< .1）とは有
意傾向のある正の相関が示された。一方、「サ

ービス」の項目 13：「地域ベースのサービス」
と離職率は有意な負の相関（r=-0.66, p< .05）
が示された。 

 
5．IPS を標榜する機関とそうでない機関
との実績の比較  
	
 IPSを標榜する機関の特徴を知るために、
利用者の登録実績および就職率、離職率を比

較した。結果を表 6に示した。登録者数は、
IPS標榜群が平均 40.3（sd=23.3）、非 IPSお
よび部分的 IPS群は平均 52.6（sd=41.4）で、
IPS群の方が全体的に登録者数が少ない傾向
が見られた。ただし、どちらの群も標準偏差

が高く、統計学的検定の結果、有意ではなか

った。就職率については、IPS標榜群で平均
48.4%（sd=19.2）、非 IPSおよび部分的 IPS
群で 35.5%（sd=21.3）であり、やはり平均値
では IPS群の方が高いように見えるが、標準
偏差が大きく統計学的検定の結果、有意差は

示されなかった。離職率については、IPS標
榜群で 25.8%（sd=17.5）、非 IPS群および部
分的 IPS群は 8.4%（sd=2.1）で、その差は
統計学的に有意であった。 

 
Ｄ．考察	
 

	
 日本版 IPS型就労支援フィデリティ評価ツ
ールとして、10項目の GOI、25項目のフィ
デリティ評価ツール JIPS-25を作成した。

GOI、JIPS-25共に評価者間信頼性が確認さ
れた。JIPS-25の下位尺度「サービス」の項
目 1のみ、二者間の評価の一致度が低かった。
このため、二者の評価点を精査したところ、4
点と 5 点で評価が分かれているケースが多く、
3点以下の評価点は一致が見られていた。こ
の項目は管理者と ESにインタビューをし、
その結果から評価する。4点と 5点の評価の
ための文章の差異について、インタビュー結

果の解釈が評価者間で割れやすかったのであ

ろう。この項目は、評価者が客観的評価をし

やすいように修正する必要があると考えられ

る。 
妥当性については、IPS標榜群はそうでな

い群よりもGOIおよびJIPS-25の得点が高い
傾向にあったことから、弁別的妥当性が確認

できたと考えられる。 
	
 調査対象機関によって、利用登録者数や就

職者数にはばらつきがあったが、それは、機

関が就労支援を専門に提供しているサービス

機関（就労移行支援事業所など）か、デイケ

アや ACTなど就労支援をサービスの一部と
して実施しているかによって異なっていたと

思われる。しかし、全体的に就職率および一

般就労率は高いように考えられるが、このこ

とについては、別途、準備訓練型の支援を行

っている機関との比較が必要である。 
対象機関 17機関の JIPS-25の平均点は 91

（sd=10.2）で、68点から 104点の幅があっ
た。IPS-25の評価では、73点以下は「援助
付雇用とはいえない」とされ、74点から 99
点は「まずまずのフィデリティ」、100点から
114点は「良好なフィデリティ」、115点から
125点が「模範的フィデリティ」と判定され
る。73点以下だったのは、68点の 1機関の
みであるが、ここでは記録の不備により全体

的に評価点が低かったということがある。ま

たこの 1機関は部分的に IPSを取り入れてい
る機関の 1つであった。IPSを標榜していな
い機関でも個別ニーズベースの就労支援に取
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り組んでいる機関が今回は調査対象となった

ため、全体的にフィデリティは高かったとい

えるだろう。 
IPSのフィデリティの高さと利用者の高い

就職率とは関連することが先行研究で示され

ている 1)。本調査結果では、JIPS-25の評価
点は就職率とも離職率とも有意な正の相関を

示した。今回は暫定的な就職率の計算方法で

あり、経時的なアウトカムではないため、断

言はできないものの、可能性として IPS型就
労支援を採用すれば、利用者の就職はより達

成されやすくなることが示唆された。一方で、

フィデリティ得点と離職率についても有意な

正の相関がみられたことから、IPSらしい支
援をしていると、利用者は離職しやすいとい

うことが示唆されているようにも思われる。

しかし、今回の離職率の計算は暫定的なもの

であるため、就労継続日数を追跡した調査結

果をみて判断しなければならないだろう。一

方で、「地域ベースのサービス」の評価の高か

った機関は、離職率が低かったことから、利

用者の就職後の支援機関外（地域や就職先）

での支援の重要性が改めて強調されたといえ

るだろう。 
	
 IPSを標榜する機関はそうでない機関と比
較して、登録者数が少ない傾向にあり、就職

率および離職率は高い傾向にあった。IPS型
就労支援はその特徴として、少ないケースロ

ード（ES1に対してクライエント 20人以下）、
除外基準をもたない、本人の希望による迅速

な求職活動がなされることを是としている。

このため、IPS標榜機関はたしかに IPSらし
い支援に取り組んでいると考えられる。一方

で、IPS標榜機関の方が利用者の離職率が高
いという結果も示された。これは、短期雇用

を就職活動の一環として積極的に利用してい

る可能性と、支援者ではなく利用者本人が主

体的に選択している結果とも考えられる。保

護的な機関では、利用者が就職したいという

意志表明をしても、時期尚早であるとして引

き留めたり、その意を削ぐようにわざと働き

かけたりする機関もあると聞く。本人の希望

により就職し、その雇用が継続されるのが一

番望ましいが、離職や転職は必ずしもマイナ

スの経験とはいえない。IPS支援を利用する
人にはチャレンジする権利が保障される一方

でリスクをも自分で引き受けるということで

あり、ESはそのリスクを引き受けた利用者を
集中的に後方で支援するというのが IPSのあ
り方ではないか。繰り返しになるが、今回の

結果は、利用者の就労継続日数を追跡調査し

たものではないため、IPS型就労支援と離職
率あるいは就労継続日数との関係は別の調査

で確認する必要がある。さらに、本研究では

「地域ベースのサービス」の評価の高い機関

ほど離職率が低いという結果も示された。

IPS型就労支援プログラムでは、ESが支援機
関の外に出て、地域あるいは利用者の勤務先

で支援すること、特に利用者の就職直後の集

中的な支援が展開されることが強調されてい

る。本調査結果は、その重要性が改めて示唆

される結果であったと考えられる。 

	
  
Ｅ．結論	
 

	
 日本版 IPS型就労支援フィデリティ評価ツ
ールの GOIと JIPS-25を開発し、一定の信頼
性と妥当性が確認された。JIPS-25で評価者
間信頼性の低かった 1項目のみ、修正点とし
て反映したい。IPS標榜機関の特徴として、
そうではない機関と比較して、新規登録者数

が少ない傾向にあり、就職率や離職率が高い

傾向にあった。ただし、「地域ベースのサービ

ス」の評価点が高い機関ほど離職率は低いと

いう結果が示された。 
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表1：調査参加機関の基礎属性

就労移行 病院 生活訓練 AC T（訪看）

調査参加総数 11 4 1 1

割合(%) 65 24 6 6

IPS 7 3 1 1

部分IPS 2 1 0 0

IPSではない 2 0 0 0

表2：　評価者2名の評価点の相関係数

スタッフ配置 組織 サービス

項目番号

1 1.00 0.99 0.45(ns)

2 1.00 0.78 0.94

3 0.81 0.85 0.86

4 0.97 1.00

5 0.93 0.82

6 0.81 0.99

7 0.79 0.93

8 0.84 1.00

9 1.00

10 1.00

11 0.77

12 0.80

13 1.00

14 0.92

相関係数（ｒ）

Pearsonの積率率率相関分析 　p<0.01（両側検定）

表3：　IPS標榜機関とそうでない機関のフィデリティの比較

Mann-‐‑‒Whitney's  test
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 t値 有意確率 漸近有意確率

G O I 7.0 1.2 6.2 1.9 1.0 0.311 0.514

Fidelity 94.2 9.0 84.4 10.3 2.0 0.069 0.091

　スタッフ配置 9.3 2.9 8.8 3.5 0.3 0.788 0.789

　組織 24.8 5.4 19.6 3.9 1.9 0.071 0.080

　サービス 55.1 5.3 52.0 4.6 1.1 0.277 0.245

Student's  t  test
IPS標榜 IPSではない／部分的

n=12 n=5

表4：対象17機関のフィデリティ評価の結果

平均値 標準偏差 最小値 最大値 (満点)

G O I 6.8 1.4 3 9 10項目（10）

Fidelity 91.3 10.2 68 104 25項目（125）

スタッフ配置 9.1 3.0 4 13 3項目（15)

組織 23.3 5.5 16 33 8項目(40)

サービス 54.2 5.2 44 61 14項目(70）



368 
	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 	
 

表5：　16機関の登録および就労実績

平均 標準偏差 最小値 最大値
	
 2012年度登録者数 44.1 29.2 10 126

男性（数） 28.8 16.8 5 70
女性（数） 15.4 13.1 2 56

	
 就職者数 21.8 20.9 3 76
	
 「一般雇用」就職数 17.8 18.7 1 67
	
 2013年8月現在退職者数 4.6 5.9 0 24
	
 就職率(%) 44.4 20.1 8.8 77.6
	
 一般雇用への就職率(%) 35.5 18.9 7.4 65.5
	
 離職率(%) 20.2 17.2 0 66.7
	
 「一般雇用」の定義：　一般求人および障害者求人による一般企業等での雇用
　（障害者だけを一つのセクションに集めた職場は含めない）
　就職率＝就職者数/登録者数×100

　離職率＝2013年8月現在退職者数／就職者数×100

表6：　IPS標榜機関とそうでない機関の実績の比較

Mann-‐‑‒Whitney's  test
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 t値 有意確率 漸近有意確率

2012年度登録者数 40.3 23.3 52.6 41.4 -0.8 0.453 0.610

就職率 48.4 19.2 35.5 21.3 1.2 0.248 0.193

一般雇用率 37.6 19.3 31.0 19.3 0.6 0.537 0.777

離職率 25.8 17.5 7.9 8.4 2.1 0.050 0.035

IPS標榜 IPSではない／部分的

n=12 n=5 Student's  t  test


